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日本国家公務員労働組合連合会     

中央執行委員長 九後 健治   
 

2022年人事院勧告の取扱い等に関する要求書 
 
 人事院は8月8日、官民の給与較差にもとづき国家公務員の本俸を921円、0.23％、一時金を0.1月

引き上げるなどの2022年人事院勧告を国会と内閣に対して行いました。 

3 年ぶりの給与改善勧告となったものの、物価高騰下の生活改善に遠く及ばない極めて低額であ

り、長引くコロナ禍のなかでの職員の労苦や前年度分の「減額調整」を含む大幅な減額となった 6

月期一時金支給直後の職員の生活悪化などに応えておらず、極めて不満な内容です。 

一方、政府は「骨太方針 2022」に「同一労働同一賃金の徹底等を通じた非正規雇用労働者の処遇

改善や正規化に取り組む」とかかげ、パートタイム・有期雇用労働法にもとづいて民間では正社員

と非正規社員との不合理な格差解消がすすめられています。しかし、国の職場では、再任用職員・

非常勤職員と常勤職員の間で不合理な格差がいまだに存在しています。国の職場においても民間に

遅れることなく均等・均衡待遇にむけた措置が講じられる必要がありますが、人事院勧告では再任

用職員や非常勤職員の手当や休暇をはじめ、更新にかかる公募要件の撤廃や無期転換制度と同様の

制度構築など均等・均衡待遇にむけた措置については触れられていません。 

 以上のことから、下記の要求事項について、誠意ある回答と対応を強く求めます。 

 
記 

 
１．賃金の改善等について 
（１）2022年人事院勧告・報告の取り扱いにあたっては、国公労連との交渉に基づく合意のもとで

決定すること。 
（２）官民較差に基づく給与・処遇の改善をはかるため、改善部分を早期に実施すること。 
 
２．長時間労働の是正等について 
（１）長時間労働を是正するため、増員によって業務量に見合った要員を確保すること。 

（２）それぞれの職場実態にあわせた客観的な勤務時間管理を導入・推進し、その徹底をはかるこ

と。そのうえで、月45時間・年間360時間とする超過勤務の上限規制を徹底すること。 

（３）窓口受付時間設定、インターバル規制導入などの措置を講じること。 

 

３．両立支援制度等について 

職場実態に則して両立支援制度を拡充するとともに、十分に制度活用ができるよう職場環境を改

善すること。 

 

４．健康・安全確保等について 

（１）パワーハラスメントをはじめ、すべてのハラスメント根絶にむけ体制の確保など、具体的な

対策を講じること。 



 

（２）新型コロナウイルス対策について、職場実態も踏まえた万全の対策を講じること。 

 

５．非常勤職員の適切な処遇の確保について 
（１）恒常的・専門的・継続的業務に従事する非常勤職員の常勤化・定員化、無期転換制度の導入、

更新に係る公募要件の撤廃などで雇用の安定をはかること。 

（２）非常勤職員の賃金改善、休暇制度の拡充、生活関連手当等を支給するなど労働条件を改善し、

常勤職員との不合理な格差を解消すること。 

 

６．定年の引き上げをはじめとする高齢期雇用について 

（１）定年年齢の引上げにかかる具体的な運用にあたっては国公労連との協議を尽くし、合意をも

とにすすめること。また、定年年齢の引上げに伴って必要となる定員・級別定数は十全に保証

すること。 
（２）再任用について、定員確保を行うなど希望者全員のフルタイム再任用を保障するとともに、

給与水準引き上げ、生活関連手当等の支給をはじめ、労働条件を改善し、常勤職員との不合理

な格差を解消すること。 
 

７．労働条件・業務関連予算等について 

（１）三社見積りの撤廃など、移転料等の申請手続きを簡素化し、速やかに支給すること。旅費法

改正も含め赴任旅費を改善すること。 

（２）災害時において通勤手段の変更や宿泊が必要になった場合などに、通勤手当の柔軟な運用を

はじめ、自己負担が生じないよう、必要な措置を講じること。 
（３）テレワークの実施にかかる費用は本人に負わせないよう必要な予算を措置すること。 

 

８．独立行政法人制度等について 
独立行政法人等の賃金決定に対する不当な介入・干渉を行わないこと。 

 

９．民主的公務員制度と労働基本権の確立について 

ILO勧告を真摯に受け止め、早急に国公労連との具体的協議を開始し、憲法とILO勧告に沿った労

働基本権の全面回復と民主的公務員制度を確立すること。 

 

以  上 


